
31年度当初 30年度当初 増減額 増減率

市⺠税 77億9,137万7千円 78億8,368万1千円 △9,230万4千円 △1.2％

個人 57億4,726万 円 57億 81万4千円 4,644万6千円 0.8％

法人 20億4,411万7千円 21億8,286万7千円 △1億3,875万 円 △6.4％

固定資産税 95億5,919万8千円 87億4,466万4千円 8億1,453万4千円 9.3％

都市計画税 12億1,768万4千円
11億6,072万 円 5,696万4千円 4.9％

その他 12億 353万4千円 11億8,285万5千円 2,067万9千円 1.7％

合 計 197億7,179万3千円 189億 7,192万 円 7億9,987万3千円 4.2％
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31年度当初 30年度当初 増減額 増減率

地方交付税 55億8,000万円 52億6,800万円 3億1,200万円 5.9％

普通 49億4,000万円 46億3,000万円 3億1,000万円 6.7％

特別 6億4,000万円 6億3,800万円 200万円 0.3％

臨時財政対策債 16億2,000万円 18億9,000万円 △2億7,000万円 △14.3％

合 計 72億 円 71億5,800万円 4,200万円 0.6％
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※ 臨時財政対策債‥交付税総額が不⾜する場合、その不⾜額を国と地方で折半し、地方分について各団体で
地方債を発⾏して補てんしており、その地方債のことを臨時財政対策債と⾔います。
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地方交付税 臨時財政対策債



31年度当初 30年度当初 増減額 増減率

市 債 54億1,860万円 51億3,460万円 2億8,400万円 5.5％
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31年度当初
30年度当初 増減額 増減率

構成比

人件費 82億9,413万7千円 16.8％ 84億7,024万 円 △1億7,610万3千円 △2.1％

物件費 69億8,869万4千円 14.2％ 69億6,503万4千円 2,366万 円 0.3％

扶助費 127億6,813万4千円 25.9％ 123億3,670万6千円 4億3,142万8千円 3.5％

繰出⾦ 55億9,840万4千円 11.4％ 56億9,303万 円 △9,462万6千円 △1.7％

公債費 44億4,372万2千円 9.0％ 44億 483万 円 3,889万2千円 0.9％

投資的経費 68億 373万5千円 13.8％ 65億1,200万3千円 2億9,173万2千円 4.5％

補助 19億9,407万7千円 4.0％ 15億3,272万4千円 4億6,135万3千円 30.1％

単独 48億 965万8千円 9.8％ 49億7,927万9千円 △1億6,962万1千円 △3.4％

その他 43億6,227万 円 8.9％ 44億 309万3千円 △4,082万3千円 △0.9％

合 計 492億5,909万6千円 100％ 487億8,493万6千円 4億7,416万 円 1.0％
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31年度当初
30年度当初 増減額 増減率

構成比

経 常 338億4,528万9千円 68.7％ 335億3,403万8千円 3億 1,125万1千円 0.9％

施 策 86億1,007万2千円 17.5％ 87億3,889万5千円 △1億2,882万3千円 △1.5％

公 共 19億9,407万7千円 4.0％ 15億3,272万4千円 4億6,135万3千円 30.1％

単 独 47億7,965万8千円 9.7％ 49億4,927万9千円 △1億6,962万1千円 △3.4％

災害復旧 3,000万 円 0.1％ 3,000万 円 - 0.0％

合 計 492億5,909万6千円 100％ 487億8,493万6千円 4億7,416万 円 1.0％


